予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産事業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　新清流の国ぎふ地産地消運動推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2856）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　1,796千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,796
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,796

	決定額
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,700


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　地産地消に関心のある人の割合は84.7%と非常に高いが、県産を重視して購入している人の割合は17.9%と低く、県産農産物を優先する購買行動にまで結びついていない。
そこで、地産地消活動を実施している企業・団体等について、業界を超えネットワーク化することにより、理念を共有化し、活動の連携を強めながら活動することにより、「清流のぎふ」の食と農業の魅力を発信するとともに、消費者が県産農産物の購買を実践できる場を創出する必要がある。
（２）事業内容
（ア）地産地消ネットワークづくり

　　　行政や農業関係者、県民や企業、NPOなど含めた県民協働による地産地消活動を促進するために、朝市・直売所、県産品愛用推進宣言の店、岐阜県と包括協定を締結した企業、地産地消に積極的に取り組む市町村等に重点的に働きかけ、ネットワークづくりを推進する。

　　　また、地産地消Weekに統一キャンペーンを実施するとともに、ネットワーク会員のうち有志を募り、地産地消活動を岐阜県民による地産地消の機運を高め行動を促すための活動方針、内容等について意見交換を実施し、関係団体への働きかけを行うとともに、次年度以降の取り組みに活かす。
（イ）地産地消weekキャンペーンを核とした地産地消運動の推進
・　地産地消weekを設定し、既存の「県産品愛用推進宣言の店」や企業、朝市・直売所等と連携し、販促資材によるPRを行うとともに、県産品の積極的な販売や県産品を使ったメニューの提供などキャンペーンを実施する。
・　岐阜県農業フェスティバルをキックオフイベントとして位置づけ、「地産地消week」や賛同いただいた企業・団体等を大々的にPRし、広く県民への浸透を図る
・　また、岐阜県農業・農産物や岐阜県の食に対する関心を高めるために、地産地消啓発資料を作成する。

・　これにより、県民一人ひとりが地産地消を実践できる機会を増やし、県産農産物、食材の認知度・消費量の向上を目指すとともに、「岐阜の食」や「岐阜県農業」のファン・応援団を増やし農業振興につなげる。

（ウ）フェイスブックを活用した地産地消情報発信

　新たな情報発信手段として、双方向のコミュニケーションにすぐれたフェ
イスブックを活用し、岐阜県の旬な情報をタイムリーに発信するとともに、
消費者・農業者とのコミュニケーションを図る。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地産地消を推進していくにあたり、行政や農業関係者だけでなく、県民や企業、NPOなどを含めた県民協働による活動促進が重要である。この促進策として県民運動を展開することは県の役割であり、経費を負担することは妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	216
	地産地消ﾈｯﾄﾜｰｸ会員による意見交換会の開催に係る報償費

	旅費
	235
	地産地消ﾈｯﾄﾜｰｸ会員による意見交換会の開催、関係者との打ち合わせ、他県視察等に係る旅費

	需用費
	627
	地産地消ﾈｯﾄﾜｰｸ会員、FBﾌｧﾝ募集景品、地産地消活動推進に係る印刷物の作成等に係る経費

	役務費
	86
	郵便料

	委託料
	632
	地産地消PR資材作成に係る経費

	合計
	1,796
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県長期構想
　　　ぎふ農業農村基本計画

　　　岐阜県食品安全行動基本計画

（２）国・他県の状況

　　　他県等においても、県が費用を負担し、イベント開催や地産地消PR資材の作成等の地産地消活動を実施している。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
地産地消Weekにおける地産地消フェアの開催等の統一キャンペーンの参加企業等を増加させるとともに、県民による県産農産物を優先した購買行動を促進させる。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地産地消Week参加

企業、団体等の数

	0
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	300
（H30）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地産地消を推進していくにあたり、行政や農業関係者だけでなく、県民や企業、NPOなどを含めた県民協働による活動促進が重要である。この促進策として県民運動を展開することは行政（県）の役割であり、当該事業の必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地産池消を推進している団体について、業界を超えたネットワーク化を図
る必要がある。また、県民一人ひとりが地産地消を実践できる場を創出する必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

地産地消Weekにおける地産地消フェアの開催等の統一キャンペーンの参加企業等を増加させるとともに、県下で実施し、県民による県産農産物を優先した購買行動を促進させる。




＜地産地消Weekに関する事項＞


【県】PR資材の作成、広報(チラシ、ポスター、FB等でのPR等)、量販店における地産地消フェアの開催、地産地消weekに賛同した企業・団体へのPR支援（広告等へ掲載可能な知事コメントを提供、各イベント・キャンペーンのPR支援(FB、県政記者クラブへの投げ込み等)


【飲食店・旅館・ホテル】地産地消メニューフェア（料理提供、オススメレシピ提供）、PR資材を使ったPR


【販売店】地産地消フェア（県産農産物の販売コーナー設置、イベント開催）、PR資材を使ったPR


【市町村】学校給食に地産地消メニューを提供、のぼりを設置してもらうなど、機運を高めるための取り組み、広報誌を活用したPR








